
回答者の年齢

21%

24%

19%

13%

9%

10%

4%

20代

30～34

35～39

40～44

50代

45～49

60
代

回答総数：1,293
分子生物学会会員：942

135
129

169

147 146

97
106

58

84

28

95

27

47

8

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

20代 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50代 60代以上

回答者の年齢と性別

男

女

男性  62％
女性  38％

全年齢計：

（人）

1

2

日本学術振興会・特別研究員-RPD制度に関するアンケート結果



回答者の身分・職階

28%

14%

1%

1%

1%

15%

13%
2%

0%

3%

8%

9%
5%

0%

学部学生

大学院学生（修士）

大学院学生（博士）

研究生

ポスドク（自身で取得したフェ

ローシップ）
ポスドク（自身でのフェローシッ

プなし）
常勤技術職員（技官など任期無

し）
常勤技術職員　（任期付き）

パートタイム技術職員

大学教員（助手）

大学教員（教授・助教授・講師）

研究員

主任研究員・チームリーダー・室

長以上
その他

学部学生、修士・
　　　　博士大学院生

ポスドク

技術職員
教授～　

助手

主任研究員～
研究員　　

子の有無

591
422

169

702
376

326

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全体 男 女

いない

いる

3
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子が生まれた際に育児休暇・育児休業を取得したか

74 20

54
93

68

25
170

146

24

240 183 57

14 5
9

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全体 男 女

無回答

制度上取得できなかった。

制度上取得可能だったが取得を希

望しなくても済む状況だった。

制度上取得可能だったが自分の研

究や周囲の状況が取得を許さな

かった。

取得した。

育児休暇取得日数（男女別）

11

2

4

10 10

13

5

4

11

3

9

2 2 2 2 2

0 0 0 0

2

0

2

8 8

11

5

4

11

3

0

2

4

6

8

10

12

14

0～
10

11
～
20

21
～
30

31
～
60

61
～
90

91
～
12
0

12
1～
15
0

15
1～
18
0

18
1～
36
5

36
6～
10
00

全体

男

女

6

5



これまでに出産育児のために（あるいは出産育児を契機として）３ヶ月以上

（産休を含まず）研究を中断したか

102

98

480

410

70

9 8 1

40%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全体 男 女

無回答

いいえ

はい

特別研究員-RPD制度の創設についてこのアンケート以前に知っていたか

785 453
332

508 346
162

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全体 男 女

知らなかった

知っていた

8
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RPD制度について最初に何から知ったか

312
208

104

124

77

47

163

94

69

123
42

81

60 32
28

3 0 3

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全体 男 女

無回答

その他

口コミ

サイエンス関連のWEBや

メーリングリスト

新聞・雑誌・テレビ等の一般

マスメディア

日本学術振興会から所属先へ

の通知

RPD制度は年齢・性別を問わないことを知っていたか

300 161
139

479 289
190

336

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全体 男 女

無回答

知らなかった

知っていた

10
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「過去5年以内」という条件についてどのように考えるか

164 114 58 56 50 18 32

706 449 236 213

257
75

182

90
53 32 21

37
10

27

100
52 35 17

48

16

32

129 75 35
40 54

24

30

101 54 25 29 47
24

23

3 2 1 1
1 1 0

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全
体

男
・全
体

男
・子
あ
り

男
・子
な
し

女
・全
体

女
・子
あ
り

女
・子
な
し

その他

過去12年以内まで

認めるべきである
過去8年以内がよい

過去6年以内がよい

過去5年以内という

条件のままでよい
過去4年以内がよい

過去3年以内がよい

RPD制度では、平成19年度以降は申請者が四半期ごと（1月、4月、7月、10月）に

採用開始日を選択できることを知っていたか

170 79
91

614 374
240

1 0 1

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全体 男 女

無回答

知らなかった

知っていた
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「3ヶ月以上やむを得ず研究活動を中断」という条件について、女性の申請

者に対してはどのような条件が望ましいと思うか

385 195 100 95
190 72

118

593
378 216 162

215
72

143

154
107

55

52

47
13

34
151 113 47

66

38 11 27

4
0

10
6

4

2

4

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全
体

男
・全
体

男
・子
あ
り

男
・子
な
し

女
・全
体

女
・子
あ
り

女
・子
な
し

1年以上とする

6ヶ月以上とする

4ヶ月以上とする

3ヶ月以上という条

件のままでよい
産休期間だけの中断

でよいことにする

「3ヶ月以上やむを得ず研究活動を中断」という条件について、男性の申請

者に対してはどのような条件が望ましいと思うか

203 130 67 63 73 32
41

28
12

771 470 271
199

301
96

205

154 99
44

55

55 15 40

106 75
26

49
31 12 19

9132250 16

516

2

1
39

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全
体

男
・全
体

男
・子
あ
り

男
・子
な
し

女
・全
体

女
・子
あ
り

女
・子
な
し

1年以上とする

6ヶ月以上とする

4ヶ月以上とする

3ヶ月以上という

条件のままでよい
2ヶ月以上とする

1ヶ月以上とする
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特別研究員-RPDの採用期間は2年間とされていることへの意見

266 197 104 93
69 22 47

853 502 268 234
351 116

235

16
78 44 21 23 34

15
19

10

42 21 10 11 21
5

54 35 19 16 19 9

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全
体

男
・全
体

男
・子
あ
り

男
・子
な
し

女
・全
体

女
・子
あ
り

女
・子
な
し

その他

5年間がよい

4年間がよい

特別研究員-PDと同

様に3年間がよい
2年間で十分である

例えば年間の研究奨励金と科学研究費補助金の支給額は半額になるが、採用

期間が４年間になる場合、短時間勤務を選ぶか

560 315 175 140

591

79

512

346
210 107

103

136

53

83316 229 112 117

87
26

61
17 10

162671 45 28

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全
体

男
・全

体

男
・子
あ
り

男
・子

な
し

女
・全

体

女
・子
あ
り

女
・子

な
し

その他

選ばない

年額が3分の2で3

年間なら選ぶ
選ぶ
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RPD制度が大学院在学当時の研究室以外の研究室を選定することを要件とは

していないことへの意見（複数回答可・割合にて表示）

34.1%

35.1%

10.3%

2.6%

1.1%

41.3%

46.1%

13.6%

3.8%

1.3%

40.3%

45.7%

13.5%

4.5%

0.9%

42.4%

46.4%

13.8%

2.9%

1.6%

27.3%

24.6%

7.1%

1.5%

1.0%

44.0%

38.7%

12.5%

2.4%

2.4%

23.1%

21.1%

5.8%

1.3%

0.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

要件とはされていないが推奨されているので

あるならば、子育て中は居所を変えることが

困難な場合が多いことから審査の際の基準を

明確にして開示するべきである。

大学院在学当時の研究室以外の研究室で研究

に従事中に出産・育児で中断した人の復帰に

あたっての申請については、人材の流動性を

促すためにPD制度にならって審査の際に優

先するべきである。

無回答

全体

男・全体

男・子あり

男・子なし

女・全体

女・子あり

女・子なし

RPD制度が大学院在学当時の研究室以外の研究室を選定することを要件とは

していないことへの意見（複数回答可・割合にて表示）

34.1%

35.1%

10.3%

2.6%

1.1%

41.3%

46.1%

13.6%

3.8%

1.3%

27.3%

24.6%

7.1%

1.5%

1.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

要件とはされていないが推奨されているのである

ならば、子育て中は居所を変えることが困難な場

合が多いことから審査の際の基準を明確にして開

示するべきである。

要件とされておらず、推奨されるものの審査に影

響しないのであるならば、現状通りの扱いでよ

い。

大学院在学当時の研究室以外の研究室で研究に従

事中に出産・育児で中断した人の復帰にあたって

の申請については、人材の流動性を促すためにPD

制度にならって審査の際に優先するべきである。

その他

無回答

全体

男

女

RPD制度が大学院在学当時の研究室以外の研究室を選定することを要件とは

していないことへの意見（複数回答可・割合にて表示）

34.1%

35.1%

10.3%

2.6%

1.1%

41.3%

46.1%

13.6%

3.8%

1.3%

27.3%

24.6%

7.1%

1.5%

1.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

要件とはされていないが推奨されているのである

ならば、子育て中は居所を変えることが困難な場

合が多いことから審査の際の基準を明確にして開

示するべきである。

要件とされておらず、推奨されるものの審査に影

響しないのであるならば、現状通りの扱いでよ

い。

大学院在学当時の研究室以外の研究室で研究に従

事中に出産・育児で中断した人の復帰にあたって

の申請については、人材の流動性を促すためにPD

制度にならって審査の際に優先するべきである。

その他

無回答

全体

男

女

18
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介護のために研究活動を中断した人の復帰支援制度の新設も必要と考えるか

960

93

213

27

必要である

そ
の
他

わからない

必要でない

74%

7%

17%

2%

特別研究員-RPD制度公募時に申請資格がなかった人が「当てはまる」と選んだもの（複数回答可能・百分率）

24.1%

29.6%

9.5%

9.1%

2.4%

12.3%

20.6%

0.0

%

5.0

%

10.0

%

15.0

%

20.0

%

25.0

%

30.0

%

35.0

%

このような制度の適用を受けたいという希望は

あったが、「研究活動を3ヵ月以上中断した」と

いう条件を満たしていなかった。

このような制度の適用を受けたいという希望は

あったが、「過去5年以内」という条件を満たさ

なかった。

公募時はまだ妊娠中あるいは産休中であった。

無回答

このような制度の適用を受けたいという希望
はあったが、「研究活動を３ヶ月以上中断した」

という条件を満たしていなかった。

このような制度の適用を希望しなかったし、
「研究活動を３ヶ月以上中断した」という

条件を満たしてもいなかった。

このような制度の適用を受けたいという希望
はあったが、「過去５年以内という条件を

満たしていなかった。

このような制度の適用を希望しなかったし、
「過去５年以内」という条件を満たしても

いなかった。

公募時はまだ妊娠中あるいは産休中だった。

その他

無回答

回答者：現在子育て中で、特別研究員-RPD
制度の申請資格がなかった人
253名
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研究を中断しなくても済むあるいは安心して中断できるようにする環境作り

にはどのような制度があればよいと思うか

64.5%

50.7%

48.4%

43.1%

40.1%

27.8%

50.4%

46.7%

30.6%

19.2%

24.7%

37.5%

25.4%

18.9%

32.7%

47.2%

8.3%

60.7%

48.3%

42.7%

40.7%

35.2%

29.2%

43.9%

42.1%

28.8%

17.4%

21.3%

36.8%

26.9%

19.9%

33.5%

41.9%

9.0%

70.6%

54.7%

57.7%

47.0%

48.2%

25.7%

60.9%

54.3%

33.6%

22.1%

30.4%

38.7%

23.1%

17.2%

31.4%

55.7%

7.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

有期雇用研究員が産休・育休・介護休業（以下、育児休業等

という）で休業した場合の、休業期間に相当する任期延長。

人事選考・業績評価・再任審査の際の、育児休業等の有無や

期間の考慮。

人事選考の際の、育児や介護に従事している応募者への年齢

制限の除外あるいは緩和。

研究費の審査や中間評価の際の、育児休業等の有無や期間の

考慮。

研究費の審査や中間評価の際の、育児や介護に従事している

応募者への年齢制限の除外あるいは緩和。

人事選考・業績評価・再任審査・研究費の審査・研究費の中

間評価の際の、病気や災害経験の配慮。

研究者が1日2-6時間程度の短縮労働が可能となる制度の整

備。

妊娠・出産・育児に際して、必要に応じて実験や事務を補助

する人員が雇用できる制度・資金の整備。

上の項を可能とする人材バンク制度の整備。

育児休業等の期間中の、研究者－研究機関間のネットワーク

整備（IT機器設置を含む）と運用費支援。

育児や介護に従事中の研究者のIT利用による在宅勤務が可能

となる制度の整備と、設置費や運営費の支援。

子供を持つ学生に対する、出産・育児期間に応じた修業年限

の延長。

子供を持つ学生（妊娠中を含む）に対する、入学金・授業料

免除の優先的適用。

子供を持つ学生（妊娠中を含む）への奨学金返還免除の優先

適用。

子供を持つ学生（妊娠中を含む）に対する奨学金貸与期間の

延長と返還猶予期間の延長。

研究者のパートナーが同一地域の職を得られる制度・資金の

整備。

その他

全体

男

女
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